
 

タンカーによる大規模油流出の防止対策に関する研究動向  

  

油流出防止構造プロジェクト ＊川野 始、平方 勝、遠藤久芳  

 

１．はじめに 

 ナホトカ号やエリカ号、プレステージ号など最近のタンカー重大事故は、荷油流出によ

る深刻な海洋汚染を惹き起こし、海上安全と環境保全のための国際的な取組み強化の

必要性を改めて強く喚起した。ＩＭＯ（国際海事機関）では、タンカーからの大規模油流

出を防止する観点から、新造タンカーのダブルハル化・現存シングルハルタンカーのフェ

ーズアウト前倒し・船体の検査強化・ＰＳＣ（ポートステイトコントロール）強化・船体の保守

管理の厳格化など、次々と対策規制がとられてきている。 

このような社会的・国際的な趨勢を踏まえて、当所では平成１３年度より国土交通省か

らの委託研究として、万一衝突した場合でも衝突されたタンカーの損傷を軽減できる｢緩

衝型船首構造｣を開発する研究や、新構造としてのダブルハルタンカー構造の経年劣化

の特徴を調べて船体検査等に反映する研究を推進展開中である。昨今のＩＭＯ国際基

準の趨勢を踏まえつつ、現在の研究動向を報告するとともに、国際基準化を目差した今

後の研究展開についても報告する。 

 

２．大規模油流出事故の分析と国際基準の動向（構造強度の視点から） 

タンカーによる石油輸送は、資源に乏しく製品の輸出による付加価値の創出で生きる

我が国経済の最前線を担ってきた。大量海上輸送の花形として昭和 40 年代に VLCC

等大型タンカーが大量建造されたが、石油海上輸送の著しい増大に伴い、これら船舶

の海難による油流出や運航時の油や汚水の排出による海洋汚染が国際的な問題となり

MARPOL 条約(1)が締結された。タンカー構造に関わる MARPOL73/78 条約付属書 I の

主要な来歴を表-１に掲げ、表-１中の下線部により、タンク配置など構造デザインに直接

的に関わる改定があったことを示している。 

特に、1992 年の MARPOL73/78 改正で 表

は、第 13F 規則”新造タンカーの二重船殻 

-１．IMO タンカー構造基準の主なる来歴 

た

S

化”および第 13G 規則”既存船の対策要

件”が取り決められ 。後者を受けて作成さ

れた国際船級協会連合(IACS)の統一規則

をベースとして、検査強化プログラム ESP 

(Enhanced Survey Program) が IMO 総会

決 議 A.744(18) に て 採 択 さ れ 、 引 続 く

SOLA 第 XI 章第２規則の発効により、1996

年 1 月 1 日から強制化されるに至った。ESP では、船体検査の事前計画・提出の重視だ

けでなく、精密検査(Close-up Survey)概念の導入と実施、詳細な板厚計測箇所の規定

と検査官立会下での計測実施などを求めている。定期検査時に ESP が実施されるように

なって、船体の大規模損傷に繋がるき裂の早期発見など一定の明確な効果があったと
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認識されており、例えばクロスタイ基部が  表-２.大規模油流出を伴う主要タンカー事故 

半ば切断状態で発見されること等はほぼ 

無くなったと言われている。  
他方、表-２は大規模油流出を起こした  

タ

える老齢船である。 

４） い。 

この 当な腐食衰耗が進行してい

ンカー事故の主な来歴を示すが、上述

の検査強化プログラム強制化にも拘わら

ず、残念ながら、ナホトカ号・エリカ号・プ

レステージ号とタンカー折損事故による大

規模油流出事故が後を絶たないのも事

実である。これら三大折損事故（ナホトカ

号、エリカ号、プレステージ号）の共通的

な要因・現象として、事故調査報告書 2)3)

に基づく調査等により、下記を指摘してお

きたい（表-３参照）。 

   １）船齢２５年を超

２）冬季の気象海象が厳しい海域を、満載状態にて航行時に、事故を起こしている。 

３）事故時には、大規模な折損に至る直前に、①甲板構造が圧縮力に堪えられず

座屈、②船側外板が脱落または座屈、③折損断面の近傍に比較的大きなクラッ

ク（あるいは溶接欠陥）が存在、の一つまたは複数が確認されている。 

折損した箇所と、事故以前に施された修繕箇所が、位置的に比較的近

５）事故は、定期（中間）検査後１年以内に生じている。 

うち、１）から (衰耗限度との比較が一部なされており)相

たことが推察される。また４）５）は（場合によっては３）を含めて）、現行ＥＳＰ規定に不足す

る要素があるか規定の厳格遵守に疑問があることを示唆しているもの、と考えられる。これ

らは冒頭で述べた推進中研究の重要課題として捉えている。 

表-３．三大折損事故の相互比較 

 

 大規模油流出を伴うタンカー事故の原因には、表-２右端欄に示すように、 別して３大

つある。即ち、上記の折損・崩壊によるもの以外に、衝突・座礁によるもの、火災・爆発に
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year 

1967 

1972 

1976 

1977 

1978 

1979 

1979 

1983 

1988 

1989 

1991 

1993 

1996 

1997 

1999 

2001 

2002 

Large-Scale Oil Spill Accident by Tankers 

ship name flag state volume causes 
(103 kL) 

"Torrey Canyon" Liberia 119 grounding 

"Sea Star" Korea 120 collision & fire 

"Urquiola" Spain 100 grounding 

ドHawaiianPatriot"! Liberia 95 foundered 12vr~ 
"Amoco Cadiz" Liberia 223 grounding 

"Atlantic Empress" Greece 287 collision & fire 
"lndependenta" Rumania 95 collision & fire 

"Castillo de Bellver'' Spain 252 fire 

沢Ody88ev’’| Greece 132 [oundered 17vr$ 

"Exxon Valdez" USA. 37 grounding 
、、ABTSummer'' Liberia 260 Fire 
"Braer" Libena 85 grounding 

"Sea Empress" Liberia 72 grounding 

fN akhodka"I Russia 6.2 !foundered 26vr~ 

寧 Malta lO+a ~oundered 26yr~ 

"Baltic Carrier" Marshall Is. 2.5 collision & fire 

fPresti£e"I Bahama (4)?? lfoundered 26vr11 



 

よるものがある。このうち主に構造強度が係わるものは前２者であり、衝突に起因して大量

油流出に至ったタンカー事故も少なくない点が読取れる。特に、表-４では、1978 年～

2000 年間で油流出量が多かった衝突事故の来歴を掲げている。また、ダブルハルタンカ

ー(以下、ＤＨタンカー)が衝突されて大量油流出 (原油約 2700 トン)を起こした最初の事

故例となった、2001 年 3 月発生した Baltic Carrier 号の事故写真を図-１に示した。これ

ら衝突に起因する油流出に対しても、万一事故時にその流出規模を低減する或いは阻

止する見地から、当所研究課題として推進しており後述する。  
表-４．衝突事故に起因する油流出事故例 

(1978～2000 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
次に、タンカー構造に係わる最近の国際基

い

な   

。タンカー構造に対する国際的な規制として

述の通り、1992年のMARPOL73/78議定書改

化（第 13F 規則）と現存シングルハルタンカー（

定めた規定（第 13G 規則）であろう。 

しかし、その後も、ナホトカ号やエリカ号

どタンカー事故による原油流出が続いて

おり、既存船の中でも老齢化したＳＨタン

カーを早期に市場から退場させる動き（以

下、フェーズアウトと称す）や検査強化の

動きが国際的に支持されてきた。表-５に

掲げるように、深刻な油流出事故が起こる

度に波状的に改定強化される経過をたど

っており、他方では、基本の方向性は是と

するものの実効スピードや国際的な統一

性（地域主義の排除）など運用上の問題

について、引続き熱い議論の過程にある。

特に、本年7月のMEPC49 において決着

が得られていない重質油輸送タンカー規

制（表-５の下段）に関しては、重質油の定
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図-１．被衝突ＤＨタンカー”Baltic Carrier” 

（2001 年 3 月、デンマーク沖バルチック海） 
準の動向について要点的に触れておきた

表-５．現存ＳＨタンカーのフェーズアウト  

最も影響が大きく重要なステップは、前

定 1)による新造タンカー二重船殻の義務

以下、ＳＨタンカー）に対する対策要件を
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義や内航／外航の適用範囲などの問題が懸案として残されている。 

 現存ＳＨタンカーのフェーズアウト即ちＤＨタンカーへの新替え促進に関連する国際基

、衝突・座礁に際して外板と内殻（縦通隔壁や内底板）から成

、

 

．プロジェクト研究の概要  

クトでは、２つの研究テーマ｢ダブルハルタンカーの構造の経年劣化に

関

防止するために、タンカー

構

92 年の

M

準の最近動向に触れたが、タンカー事故の原因と対策という点に関して、純技術的な視

点から述べておきたい。 

即ち、ＤＨタンカー構造は

る二重のバリヤーが施された構造であり、従来ＳＨタンカーに比較して、事故時の油流出

を防止する能力に格段に優れている。しかし、衝突・座礁ではなく、老齢化に伴う構造劣

化によって起こる折損事故すなわち大規模油流出に対しては、ＤＨタンカーとＳＨタンカ

ー構造は基本的には同等の性能と考えられる。即ち、遠からずＤＨタンカーが老齢化す

る時点には、ＤＨ化だけでは再び今日と同様な事態に陥る可能性が高い。即ち、老齢船

を新造タンカーに替えることにより構造劣化は確かに零リセットされる訳であるが、ＤＨ化

した新しいタンカーが潜在的に有する折損事故の可能性は手付かずのままとも言える。 

では、老齢化による構造劣化に伴う折損事故を防止する本質的な対策は何かと言えば

原因となる衰耗など構造劣化を的確に捉えた検査仕様の明確化であり、その検査を厳

格確実に履行することであり、発見された構造劣化のうち限度を越える構造部分を確実

に新替えすることである。この意味から、当面の対策としてＳＨタンカーのフェーズアウト規

制の進展とは別に、タンカー折損による大規模油流出を防止するための本来的な措置

対策を提案し国際基準に盛り込むべく推進することは当研究の重要課題と捉えている。

 
３

3.1 研究の構成 

本研究プロジェ

する研究｣と｢衝突時の油流出防止のための緩衝型船首構造基準に関する研究｣を

掲げて(4)、各々プロジェクトチームを組織して推進している。 

前者では、ＤＨタンカー構造の高齢化に伴う事故を未然に

造の経年劣化すなわち腐食衰耗や疲労による強度や機能の低下について知見や技

術データを収集整理し、ＤＨタンカー特有の事柄を抽出し（後述の魔法瓶効果など）、そ

の影響評価を通じて検査強化プログラム(ESP)に必要な改定を提案することが最終目標

である。また、表-５に示したように、現行フェーズアウト策では船体状態評価(CAS)によっ

て船体構造の健全性が著しく損なわれた船を峻別することが求められており、CAS 評価

手法や裏付け技術データを整備することも研究目標に含まれる。本研究の実施項目とし

ては、ＤＨタンカーの荷重特性と強度評価、経年船の検査手法、ＤＨタンカー経年劣化

の診断技術の構築、等から成るが主要な研究成果について次節で詳述する。 

後者では、緩衝型船首構造について取り扱う。即ち、表-１に示したように、19

ARPOL73/78 条約第 13F 規則（5,000DWT 以上の新造タンカー・ダブルハル化）採択

により、衝突による油流出事故の減少に大きく貢献してきているが、図-１に示すＤＨタン

カーBaltic Carrier 号の油流出事故のように、被衝突タンカーが二重殻であっても衝突

船の運動エネルギーが大きい場合には大規模な油流出事故に成りうる。そこで、ダブル

ハル化に続く第二の油流出低減策として、衝突時に相手船（＝ＤＨタンカー）に与える被

害を軽減することを狙った緩衝型船首構造の性能評価と国際基準化を検討している。 
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本研究では、自船の安全およ

び機能を保持しながら、一旦

衝突した場合には相手船より

 

Ｈタンカーの魔法瓶効果とその影響評価

先に自船船首部が破壊して衝

突エネルギーを吸収する緩衝

型船首構造に関して、緩衝型

船首構造の性能効果を明らか

にした上で、必要な技術資料

を整備して設計基準化するこ

とを目標にしており、図-２に示

す研究フローに従い推進して  

いる。現時点での主要な成果として、緩衝型船首構造の性能評価ならびに環境外力に

対する安全性の確保に関するものを 3.3 節に述べる。

     図-２．緩衝型船首構造の研究フロー  

 

3.2 タンカー構造の経年劣化に関する研究 

Ｄ   

内

バ

ラス

タンカー構造の腐食の特徴について幾つかの知見が既

ＤＨタンカーの魔法瓶効果とは、魔法瓶に

容物の保温効果があるように、船体断面中の

トタンク・スペースにより同様の効果が想定さ

れることに由来している。即ち、ＤＨタンカーの二

重殻部分が荷油タンク内の原油に対して保温

効果をもたらし、原油積込みから荷揚げまで、荷

油タンク壁面は荷積み時の高い原油温度を保

持し続けることによって腐食の進行が激しいとす

るものである。一方、ＳＨタンカーの船体断面構

造は、外板一枚で海水と原油が接している。従っ

原油を積んでから短期間で海水温度と略等しくな

お、原油の温度はその生産地によって異なるが、一般的には油田が深くなれば原油温

度も高くなると言われている。また試算例によれば、JP-PG 航路 VLCC の積載時荷油温

度が 45℃と想定した場合、ＳＨタンカーでは数日で荷油タンク底板の温度が海水温と略

等しくなるが、ＤＨタンカーの荷油タンク内底板では JP帰航時になお約 5～10℃だけ高い

との解析結果が得られている。 

 次に、魔法瓶効果がタンカー構造の腐食に及ぼす影響については、未だ部分的にし

か明らかになっていないが、ＤＨ

て、荷油タンクの鋼板温度は、高温の

るため、腐食速度が大きくならない。な

 図-３．ＤＨタンカーのバラストタンクによ

る保温効果（模式図） 

に得られている。日本造船研究協会 SR242研究 5)によれば、船級検査におけるピットマッ

プ記録の分析から、ＤＨタンカーの原油タンク底板部における孔食発生は、同じ船齢のＳ

Ｈタンカーに比較して有意に頻度が多い、と結論付けられている。これは正しく、魔法瓶

効果の一端を示していると思われるが、孔食発生の頻度(個数)ではなく孔食深さのタンク

当りの最大値つまり極値統計挙動としてピットマップ記録を分析した結果では、中間検

査間隔（2.5 年間）でのタンク当りの最大孔食深さはＤＨ／ＳＨのタンク底板に有意な差
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異は認められない、としている。これら２つの結論は、相矛盾するものではないが、分析に

供せられたデータ数が不足であることを窺わせるものであり、原油タンク底板の孔食ピット

差の主原因が、単純にＤＨ／ＳＨタンク底板での温度差条件だけはでないことをも示唆し

ており、当研究でも腐食ピットに関する追加調査を推進中である。 

また本研究では、タンカー構造の内でも最も激しい腐食環境の一つである上甲板裏

に着目し、腐食速度への温度影響を実験的に調べた 6)(継続中)。腐食ガス雰囲気を再

現

 

 

  

なお、この実験シリーズで得られた腐食速度は

るもので上甲板裏の環境に常時暴露し続けた場合に相当しており、満載状態とバラスト

した二重容器の実験装置（図-４参照）を用いて、実験条件として雰囲気温度を 30℃

→40℃→50℃と変化させて鋼材試験片の衰耗速度を測定した。実験結果の一部を図-

５に示すが、腐食速度（mm/year,図中の 2nd stage 勾配が試験片の初期条件に依存し

ない実船対応値）は実験温度の上昇とともに単調に増加するデータ特性が得られた。 

Reflux condenser

 

 

 

 

 

 

 

図-４．腐食速度の再現実験（上甲板裏）

H2S+N2 + Inert gas

Corrosion
specimen

Temp.
controller

Inert gas

N2

H2S+N2

Neutralization

Mixing
circuitWater

Crude oil

Seawater

図-５.再現実験で得た腐食速度データ例 

、全面腐食(general corrosion)に対応す
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空倉状態が交互に繰返される実船環境とは異なっており速度絶対値の評価については

注意を要する。にも拘わらず、ＤＨタンカーの魔法瓶効果により船殻部材がより高い温度

条件に晒される場合には、一様腐食の促進要因として作用するものと考えられ、構造劣

化を予測する場合には重要なファクターとして考慮する必要があると判断している。 

腐食衰耗による縦強度の経年劣化（ＳＨ／ＤＨタンカーの比較） 

 衰耗の進行に伴う縦強度の経年低下について調べた 7)。即ち、タンク環境や部材ごと

して導き、代表的な構

デ

ものとし、

の衰耗進行モデルをＮＫ腐食データベースに基づく確率モデルと

  図-６.腐食進行モデル(上甲板 COT) 

造として VLCC を対象に、ＳＨ／ＤＨタンカー

間での縦強度低下の傾向比較など数値シミュ

レーションにより調査した。また、就航船の縦

強度に関してはＩＭＯ許容基準（建造時に要

求される断面係数の 90％以上を維持するこ

と）が既に採択されていることから、この基準値

に対する余裕を尺度として適否を判断した。 

衰耗進行モ ルは、山本による定式化 8)に

従い、一定期間（腐食の種生成に必要な期

間）を越えて初めて衰耗量が発生する
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図

少ないＤＨタンカー特有の部材(内底板など)の衰耗モデルは統計的回帰分析に

に僅かな差があるものの、ＳＨとＤＨタンカー縦強度の低下傾向は

基

 

更に、各部材の衰耗進行モデルに従うモンテカルロ法の適用により、仮想的な衰耗状態

の多数隻タンカー (解析では 10,000 隻) を想定し、特定船齢のタンカーを母集団とする

縦強度レベル(断面係数)の確率分布状況をシミュレーション推定した。船齢 25 年の

-６に示すように、衰耗量の頻度分布は対数正規分布に従うと仮定した。また、基本的

にＮＫ腐食データベースは船級検査時における検査データ記録をもとにしており、就航

実績の

て定めることが出来ず、同質の環境にあると推測される複数のＳＨタンカー部材データを

組合せて類推した。 

５年刻みの各船齢における累積確率 50%の衰耗レベル値を用いて、就航年数による

船体中央部における断面係数の経年変化を推定した結果が、図-７(a)および(b)である。

新造時の縦強度余裕

本的には同等レベルであることが確かめられた。 

 

 

 

Z at Deck

(累積確率５０％）
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101% DHVLCC
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102%
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(a) 建造時Ｚdeck にて無次元化  (b) 要求値Ｚdeck にて無次元化

図-７．縦強度の経年変化に関する試算結果（VLCC 対象） 
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VLCC を対象にした推定結果が、図-８に掲げられている。図-８では、縦強度の低下割

合と各船の上甲板における(平均)衰耗量の相関関係がプロット点の集積として与えられ

ており、点線によっ

て縦強度の確率密

度の分布形状が示

されている。但し、

図-８の解析では板

の新替えは無視つ

まり衰耗が高じても

新替えが行なわれ

ない仮定を置いて

いる。図 -８の推定

結果によれば、例え  

ば船齢 25 年ＤＨタン

当該船齢の断面係数

 図-８.船体中央部断面係数と甲板衰耗量の相関（推定結果） 

カーにおける上甲板の板厚衰耗量が平均 2mm であったとすると、

は建造時の 87%から 93%の間にあると見当をつけ得る。この推定手
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法は、一様衰耗状態を仮定したもので、上甲板ロンジの剥離影響など重要な要素を無

視しているが、著しく縦強度が劣化したサブスタンダード級のタンカーを篩い(フルイ)に掛

けて見つけ出す第一次手段としては活用できる可能性があると考えられた。 

検査技術の高度化 

 本研究では、大別して３つのサブテーマを設定して、船体検査における支援技術の高

度化を目指している。即ち、超音波厚さ測定に係わるテーマ、疲労クラックの検出法、隅

肉溶接部の衰耗を隅肉が存在する反対側の板表面から測定する手法、の３つである。  
定に関して、腐食した構造部材の表面はどの程度の前処理が必

  図-

増加量の相関[R-B1 方式] 

その結果、S エコー持続時間による測定誤差補正は、厚さ分布の平均値が 0.2mm 以内

で機械式の測定値と一致し、測定点を多く確保できる場合は有効であることが判った。 

遂行されておりクラック検出精度には限界があると考え、 Ｈ

せ

関して

 先ず、超音波厚さ測

要か省略できるか或いは被測定面に凹凸が存在

する場合の測定誤差補正法について調べた 9)。 

そして、前処理に関しては、グラインダー処理を省

９(a)．測定面の凹凸影響(模式図) 

略してもブラシ等により錆を落とせば、腐食鋼板の

B1 エコーは十分に検出できることを確かめた。 

また、被測定面の凹凸による測定誤差補正法とし

て、探触子と測定面の間にある接触媒質の厚さを

Ｓエコー持続時間増加量から導く測定誤差補正

法を考案し、実験室において可能性を調べた。 

図-９(b)．Ｓエコー持続時間増加量の定義  図-９(c)．測定誤差とＳエコー持続時間 
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次に、疲労クラックの検出に関して、現行の精密検査 close-up survey は目視によって

クラック検出用塗料や表面Ｓ

波探傷を用いた検出性能の実験や耐候性テストなど基礎実験を実施中である。 

また、隅肉溶接部の衰耗測定に関して、本研究では、垂直および斜角探触子の組合

等により実験室での基礎試験を推進中である。現時点で十分な精度は検証されてい

ないが、既述の通り、上甲板ロンジの剥離を甲板上から非破壊検査ツールを用いて測定

する手法は極めて重要であり、折損の可能性を疑うべきレベルの経年タンカーに
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縦

突による油流出の低減策として緩衝型

捉えている。

船

強度を確認するうえでのキー項目でもある。例え

ば、図-１０に模式的に示すが、甲板衰耗(⊿ｔD)と

隅肉溶接部衰耗(⊿ｔW)及びロンジ衰耗(⊿ｔL)の相

関を実績データから求めて、この実績相関をベー

スとした甲板上からの隅肉溶接部衰耗の間接測

定法は、従来の厚さ測定装置が利用でき、実務的

にも極めて有効なものと考えられる。今後とも手法

の改良や計測精度の向上に努めてゆく所存であ

る。                        

 

             

3.3 緩衝型船首構造に関する研究 

本研究では、図-１１に示す様に、衝

図-１０．甲板／ロンジの局部衰耗  

船首をＤＨ化に続く第２策と

また研究フロー(図-２)の通り、緩衝型

首構造の性能要件を明らかにし、設

計基準案の策定および IMO に提言す

ることを目標としている。用いる解析手

段は、有限要素から構成された２船体

の衝突時挙動を、相互の流体影響を

考慮した船体運動および構造の変形  

破損プロセスを時系列的に追跡しながら

を数値的に解析するものである(解析コー

以下に、実施項目ごとの研究状況を示す

緩衝型船首構造の性能要件（構造模型による破壊実験 10）） 

 図-１１.油流出事故発生の低減効果(模式図) 

、要素レベルの位置や変形エネルギーの変化

ド：LS/DYNA＋MCOL)。 

。 

 緩衝型船首構造の試設計案を参考にして、実船の 1/2 程度の縮尺模型４体を作製し

て、準静的圧潰実験

を実施した。特に,平

成 14 年度は,実船で

9 

の斜め衝突に対応さ

せた横曲げ圧潰実験

を実施した。これらに

より、緩衝型船首構

造の破壊の基本的な

メカニズム及び強度

特性を明らかにした。  

緩衝型船首構造の性能

 模型実験に対応する

         (a)．実験状況     (b)．圧潰後の模型の外観状況 

図-１２．船首模型の軸圧潰実験 

要件（模型の破壊シミュレーション解析11）） 

詳細FEMシミュレーション解析を実施し、外板が補強横骨間で
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順次折り畳まれてゆくfolding現象など実験結果と計算結果を比較検証した。その結果、

破壊進展や反力履歴特性について、実験 認できた。 

(a)．横曲げ負荷実験の状況   (b)．模型の FEM シミュレーション解析例 

図-１３．船首模型の FEM シミュレーション解析 

船首構造にかかる環境荷重の解明12)

と解析は良い対応を示すことが確

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 船首先端部が受ける極限的な波浪荷重の大きさを明らかにするために、代表船種と

してコン 体に

作用する垂直及び水 部に作用する波浪

とづく船首バルブ部に作用する衝撃荷重の簡易

(a)．水槽試験の状況         (b)．環境荷重の推定結果 

図-１４．船首構造に作用する環境荷重評価 

緩衝型船首の効果評価（衝突シナリオのシリーズ解析）

テナ船の自航式模型船による波浪中水槽試験を実施し、船首バルブ部全

平方向の剪断力と曲げモーメント、及びバルブ

衝撃水圧を計測した。運動量理論にも

推定法を開発し、水槽試験結果と概ね良い一致を示すことを確認した(図-１４参照)。 
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衝突船の船種と載荷状態の組合せ(被衝突船はＤＨタンカー)及び衝突時の２船の相

対位置と船速 における

限界速度を順次シリ とは、縦通隔壁(内

船首の場合には、図-１１に模

をシリーズ変化させた衝突シナリオを想定し、各々の衝突ケース

ーズ解析により求める(図-１５参照)。限界速度

殻)が破れるかどうかの限界の衝突船速度である。緩衝型
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式

(a)．衝突による破損進行部の表示例    (b)．斜め衝突時の表示例 

図-１５．緩衝型船首の効果評価のための衝突シナリオ・シリーズ解析 

．今後の研究展開について 

 タンカー  

では、プレ

直しの検査要件提示およびＤＨタンカ

伴なう検査

６参照)。

能

的に示すように、従来船首構造に比べて限界速度が大きくなることが期待され（衝突

条件によりその程度は異なる）、従って万一ＤＨタンカーが衝突されても衝突船の速度

がこの限界値に達していなければ油流出が発生しない結果となり、例えば年間油流出

量の低減という形で緩衝型船首構造の施策として効果が評価し得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４

構造の経年劣化に関する研究     表-６．検査基準の見直しポイント

ステージ号事故を受けた CAS 検査規則の主な見直しポイント
・ダブルハルタンカー特有の検査箇所の追加

見

ーゆえの特徴的な経年劣化に

強化プログラム(ESP)の見直し改定提案を

目指して研究展開を推進する(表-
②貨物タ

性として候補に上げられる 13）。但し、検査

船底部（内底板）

③バラストタンク 船齢に応じた目視検査 船齢応じた効率的な検査要件の策定

④船側部 目視検査と板厚計測 船側上方のロンジ材の健全性検査要件
及び判定基準

⑤許容基準 縦強度のみ 縦強度他

⑥修繕 縦強度に関する規定 重点検査箇所について、修繕の可否判
断、修繕方法

・大規模折損事故を防止するための重点検査箇所の見直し（効果的な検査要件の作成）

現行規則 見直しポイント

①貨物タンク
甲板部

目視検査と板厚計測 デッキロンジの健全性検査要件及び
判定基準

ンク 内底板なし 内底板ピットの検査要件及び判定基準

特に、CAS 見直し対応の検査要件として

は、3.2 節で触れた上甲板とデッキロンジ

間の剥離の有無を調べる検査要領がポイ

ントであり、ＤＨタンカーに特徴的な ESP

見直し要素としては、魔法瓶効果に起因

する腐食加速影響が大きな検査部位が可

範囲の拡大や検査密度を上げる規定だけ

では、検査員の構造に関する知識や経験

が不十分な場合、重大な欠陥を見落とす可

能性が依然として残る。重要箇所について

は、如何にして検査すべきかの指針と勘所

を提示して、確実に検査を実践できる環境

を整えることが効果的と考えられる。 

また、緩衝型船首構造の性能評価と国

際基準化に関しては、設計基準案の策定

に今少し時間を要するが、既に基本コンセ

プト 14)は内外に提示されている。従って、図
図-１６． 緩衝型船首構造の基準化フロー
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-１６に掲げる基準化フローに従って、具体的な基準の形やそれに必要となる技術デー

タや

rom 

Ships 1973 as modified by the Protocol of 1983: MARPOL73/78 

号事故原因調査報告書、平成９年７月、運輸省 

技術安全研究所研究発表会講

) 

(6) 安全研究所研究発表会講演集 (2002

研 2003年6月) 

(8 の発生及び進行の評価、日本海事協会誌、No.245、pp.2

on the Probabilistic Approach", Trans.ASME, JOMA

（９

thod for ultrasonic thickness measurement at 

（１

研

（１ に作用する環境荷重、海上技術安全研究所研究発表会講演

（１ Study on hull condition 

（１ 5/INF.5; The result of the research project regarding the adoption of buffer 

tamura and K. Suzuki; Model test on 

統計資料を package proposal として一体化したものに仕上げてゆく必要がある。 
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